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(57)【要約】
　放射性廃水をディスクチューブ型逆浸透（ＤＴＲＯ）
膜モジュールで処理することにより、高除染係数と高濃
縮倍率の効果を同時に得ることができる放射性廃水の処
理方法及び装置を提供する。前記方法では、放射性廃水
を順に第一段膜モジュールと第二段の膜モジュールに通
し、第二段の清水を取得し、第一段の膜モジュールから
送り出される第一段濃縮水を第三段の膜モジュールに送
り込み、濃縮液を得る。



(2) JP 2017-501421 A 2017.1.12

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射性廃水をディスクチューブ型逆浸透膜モジュールで処理し、
　除染係数が５００以上であり、濃縮倍率が２５倍以上に制御することを特徴とする、
　放射性廃水の処理方法。
【請求項２】
　前記放射性廃水を第一段の膜モジュールと第二段の膜モジュールとの順に通過させ、
　前記第二段の膜モジュールから第二段の清水を取得し、
　前記第一段の膜モジュールから得られた第一段濃縮水を第三段の膜モジュールに送り込
み、濃縮液を得ることを特徴とする、
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第二段の膜モジュールから送り出される第二段濃縮水を、前記第一段の膜モジュー
ルに送り返されることを特徴とする、
　請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第三段の膜モジュールから送り出される濃縮された清水を、前記第一段の膜モジュ
ールに送り返すことを特徴とする、
　請求項２又は３に記載の方法。
【請求項５】
　前記第二段の膜モジュールから送り出される第二段の清水の放射活性が１Ｂｑ／Ｌより
大きいと、前記第二段の清水を細かい処理、好ましくはイオン交換処理又は電気透析処理
に送ることを特徴とする、
　請求項２乃至４のいずれかに記載の方法。
【請求項６】
　前記第三段の膜モジュールから送り出される濃縮された清水を、濃縮液を排出せずに第
一段の膜モジュールに送り返して再処理し、濃縮液の塩類含有量が１２５ｇ／Ｌに達する
まで排出することを特徴とする、
　請求項２乃至５のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　前記放射性廃水は、
　ディスクチューブ型逆浸透膜モジュールに給送される前、砂ろ過、限外ろ過又はｐＨ調
節の前処理を行うことを特徴とする、
　請求項１乃至６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　前記放射性廃水は、
　前記膜モジュールに給送される前、そのｐＨが６～８に調節されることを特徴とする、
　請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記放射性廃水は、
　処理前の塩類含有量が５ｇ／Ｌを超えていないことを特徴とする、
　請求項１乃至８のいずれかに記載の方法。
【請求項１０】
　第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型逆浸透膜モジュールと、
　放射性廃水を供給するための給水ポンプと、を備え、
　第一段の膜モジュールの清水出口は、第二段の膜モジュールの入口に接続され、
　第一段の膜モジュールの濃縮水出口は、第三段の膜モジュールの入口に接続されている
、
　請求項１乃至９のいずれかに記載の方法に用いられる放射性廃水の処理装置。
【請求項１１】
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　前記第二段の膜モジュールの濃縮水出口は、
　前記第一段の膜モジュールの入口に接続されていることを特徴とする、
　請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記第三段の膜モジュールの清水出口は、
　前記第一段膜モジュールの入口に接続されていることを特徴とする、
　請求項１０又は１１に記載の装置。
【請求項１３】
　それぞれ第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型の逆浸透膜モジュールに用いら
れる第一段、第二段、第三段の高圧ポンプと、
　第一段、第二段、第三段の循環ポンプと、をさらに備えることを特徴とする、
　請求項１０乃至１２のいずれかに記載の装置。
【請求項１４】
　第二段の清水を処理するための細かい処理装置、好ましくはイオン交換装置又は電気透
析装置をさらに備えることを特徴とする、
　請求項１０乃至１３のいずれかに記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は放射性廃水の処理に関し、具体的には、ディスクチューブ型逆浸透膜技術によ
り放射性廃水を処理する方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力産業の分野による放射性廃水については、凝集沈殿、砂ろ過、珪藻土ろ過、限外
ろ過、選択的イオン交換、逆浸透膜処理、蒸発、及び電気透析は、いずれもそれらを処理
するためによく用いられる方法である。
【０００３】
　処理方法毎にその適用範囲と技術特性を有する一方、現在の研究は主として、原子炉心
が溶融した場合において異なる処理方法による放射性廃水に対する除染効率を検討し、ス
ループット及びプロセス特性と睨み合わせて、適用する放射性廃水の処理技術を選定する
ことに注目している。
【０００４】
　放射性廃水の処理技術は、放射性廃水の除染係数を上昇させて、排出水における放射性
核種の濃度を可能な限り低くし、そして放射性濃縮液の体積を可能な限り小さくすること
が肝心になっている。現在国内外の技術的条件では、放射性廃水の膜処理システムは比較
的高い除染係数を有するが、その非常に低い濃縮倍率（一般に５～１０だけである）によ
り幅広い使用が制限されている。同時に、一般的な逆浸透膜処理システムは、流入水に対
する厳しい要求によりその使用もひどく制限され、珪藻土ろ過等の前処理を採用すれば、
固体廃棄物の発生量が大きく増加してしまうことになる。
【０００５】
　本発明は、高い耐汚染性を有するディスクチューブ型逆浸透膜モジュールを使用するこ
とにより、複雑な前処理プロセスを簡略化でき、そしてディスクチューブ型逆浸透膜モジ
ュールの最適な組合せによる処理によって、高効率処理と高倍率濃縮を同時に実現した。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】中国特許出願公開第１０３７，４５７５９号明細書
【０００７】
【非特許文献１】ワン，ジャンロン他、“膜プロセスを用いた放射能汚染水処理の研究成
果”、科学環境記録（Acta Scientiae Circumstantiae）、２０１３年１０月３１日、第
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３３巻、第１０号、第２６４０－２６５２頁
【非特許文献２】ツァオ，ジュアン、“放射能汚染水処理における逆浸透の適用”、中国
核研究技術中間報告、２００９年１１月３０日、第１巻、第１２０－１２２頁
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、一つの目的として、放射性廃水をディスクチューブ型逆浸透（ＤＴＲＯ）膜
モジュールで処理し、除染係数が５００以上であり、濃縮倍率が２５倍以上に制御する放
射性廃水の処理方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の方法の一実施態様では、放射性廃水を第一段の膜モジュールと第二段の膜モジ
ュールとの順に通過させ、第二段の膜モジュールから第二段の清水を取得し、第一段の膜
モジュールから得られた第一段濃縮水を第三段の膜モジュールに送り込み、濃縮液が得ら
れるようにしてもよい。
【００１０】
　本発明の方法によれば、第二段の膜モジュールから送り出される第二段濃縮水と第三段
の膜モジュールから送り出される濃縮された清水とをともに第一段の膜モジュールに送り
返して再処理することができる。
【００１１】
　さらに、本発明の方法では、放射性廃水は膜モジュールに給送される前、砂ろ過、限外
ろ過又はｐＨ調節の前処理を行うことができ、ｐＨの調節を行う場合、放射性廃水のｐＨ
を６～８に調節することができる。
【００１２】
　さらに、本発明の方法では、放射性廃水は処理前の塩類含有量が５ｇ／Ｌを超えないこ
とが好ましい。
【００１３】
　本発明は、もう一つの目的として、第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型逆浸
透膜モジュールと、放射性廃水を供給する給水ポンプとを備え、第一段の膜モジュールの
清水出口は第二段の膜モジュールの入口に接続され、第一段の膜モジュールの濃縮水出口
は第三段の膜モジュールの入口に接続されている、本発明にかかる放射性廃水の処理方法
に用いられる放射性廃水の処理装置を提供する。
【００１４】
　また、第二段の膜モジュールの濃縮水出口及び第三段の膜モジュールの清水出口はいず
れも第一段の膜モジュールの入口に接続されている。
【００１５】
　さらに、前記放射性廃水の処理装置は、それぞれ第一段、第二段、第三段のディスクチ
ューブ型逆浸透膜モジュールに用いられる第一段、第二段、第三段の高圧ポンプと第一段
、第二段、第三段の循環ポンプとをさらに備える。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一実施態様による放射性廃水の処理方法のプロセスフローチャートであ
る。
【図２Ａ】本発明の一実施態様による放射性廃水の処理装置の構造模式図である。
【図２Ｂ】本発明の一実施態様による放射性廃水の処理装置の実物図である。
【図３Ａ】本発明に用いられるディスクチューブ型逆浸透膜モジュールの流路の模式図で
ある。
【図３Ｂ】本発明に用いられるディスクチューブ型逆浸透膜モジュールの流路の実物図で
ある。
【図４】比較例２のプロセスフローチャートである。
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【発明を実施するための形態】
【００１７】
　放射性廃水の処理は、例えばコークス化廃水、製薬廃水、紡績／捺染廃水、石油／化学
工業廃水、ごみ埋立地浸出水のような一般廃水の処理と異なり、その原因としては、１）
放射性核種イオンの排出質量濃度は非常に低く、一般廃水処理技術の能力を超えており、
環境への排出には１０Ｂｑ／Ｌの放射活性が要求され、９０Ｓｒ及び１３７Ｃｓを例とす
れば、各々に対応する核種質量濃度はそれぞれ２．０×１０－１３ｍｇ／Ｌ及び３．０×
１０－１３ｍｇ／Ｌであること、２）二次放射性廃棄物の発生量に対する要求は一般廃水
処理よりもはるかに高く、放射性廃水の処理では、放射性廃棄物の最小化は重要な原則と
なること、及び、３）放射性条件での装置の操作性と保全性を考慮する必要があることで
ある。
【００１８】
　上記した放射性廃水の処理上の特殊な要求に鑑みて、本発明者は、非常に低い放射性核
種イオンの排出質量濃度を保証するとともに、発生する放射性廃棄物の量を最も少なくし
た本発明の放射性廃水の処理方法及び装置を設計して完成した。
【００１９】
　本願では、放射活性に加え、（原水の放射活性）／（清水の放射活性）に従って算出さ
れる「除染係数」も放射性核種イオンの排出質量濃度の評価に用いられる。本願で使用さ
れる「濃縮倍率」は、（原水の体積）／（濃縮液の体積）に従って算出される発生する放
射性廃棄物の量を評価するためものである。
【００２０】
　本発明の放射性廃水の処理方法によれば、放射性廃水をＤＴＲＯ膜モジュールにより処
理した後、除染係数が少なくとも５００に達し、そして濃縮倍率が少なくとも２５倍に達
しており、生活排水の排出基準である１０Ｂｑ／Ｌに達した上に、放射性廃棄物の発生量
が可能な限り少ないことも確保した。これは本発明の方法が従来技術に関連する廃水の処
理方法と顕著に異なっていることがキーとなっている。従来技術による廃水の処理方法で
は、濃縮倍率というパラメータを全く考慮していないか、または排出基準と濃縮倍率を同
時に達成するために複雑なプロセス及び装置を採用せざるを得ないようになってしまう。
本発明はＤＴＲＯ膜モジュールで放射性廃水を処理することにより、簡単で操作しやすい
プロセス及び装置によって放射性廃水を排出基準に達させるとともに、放射性廃棄物の発
生量が最も少なくすることの実現に成功した。
【００２１】
　本発明の方法の一実施態様では、三段ＤＴＲＯ膜モジュールで放射性廃水を処理する。
図１は、三段ＤＴＲＯ膜モジュールで放射性廃水を処理する例示的なプロセスフローチャ
ートである。
【００２２】
　図１に示されるように、放射性廃水を順に第一段の膜モジュールと第二段の膜モジュー
ルに通し、第二段の清水を取得し、第一段の膜モジュールから送り出される第一段濃縮水
を第三段の膜モジュールに送り込み、濃縮液を得る。第二段の膜モジュールから送り出さ
れる第二段濃縮水及び第三段の膜モジュールから送り出される濃縮された清水は、第一段
の膜モジュールに送り返されて再処理を行なってもよい。
【００２３】
　図１には原水の前処理が示されているが、これは必需な工程ではない。複雑な限外ろ過
プロセスによる廃水の前処理を行わなければ、前処理された廃水を逆浸透処理に送ること
ができないような従来技術の多くの放射性廃水の処理プロセスと異なり、本発明に用いら
れる膜モジュールは、ＤＴＲＯ膜モジュールであるため、原水に対するいかなる前処理を
行わずに、放射性廃水を直接的に処理しても、要求される排出基準に達していることがで
きる。本発明の方法では、前処理プロセスを省くと、処理装置を簡略化でき、処理コスト
を大きく低下させることができるのは明らかである。
【００２４】
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　原水の前処理を行う場合、砂ろ過、限外ろ過又はｐＨ調節のような操作を使ってもよく
、これは当業者が実情に応じて決定しやすいものである。ｐＨの調節を行おうとすると、
放射性廃水のｐＨを６～８に調節することが好ましい。当該ｐＨでは、ＤＴＲＯ膜モジュ
ールの逆浸透処理の効果が最も高くなる一方、ＤＴＲＯ膜モジュールが長い耐用年数を有
するのを保証できる。
【００２５】
　同様に、図１には第二段の清水に対するイオン交換が示されているが、当該工程は実情
に応じて選択できるものである。実は、原子力施設から正常に排出される放射性廃水につ
いて、放射活性は一般に１０００Ｂｑ／Ｌ乃至１００００Ｂｑ／Ｌ（総β）であり、それ
らを本発明の方法にかかる二段ＤＴＲＯ膜モジュールで処理すれば、第二段の清水の放射
活性が１０Ｂｑ／Ｌよりも低くなっていることが多く、生活排水の排出基準に合致してい
る。ひいては、意外に漏洩した放射性廃水、例えば２０１１年の日本福島原発事故による
放射活性が５００００Ｂｑ／Ｌと高くなったような高放射性廃水についても、本発明の二
段ＤＴＲＯ膜モジュールで処理すれば、第二段の清水の放射活性が１０Ｂｑ／Ｌ（例えば
後述の実施例１）に達することも可能である。
【００２６】
　ただし、排出される汚水をできるだけ天然水のバックグラウンドに近くさせようとする
場合には、第二段の膜モジュールから送り出される第二段の清水をさらなる細かい処理に
送ることができる。本発明の方法では、第二段の膜モジュールから送り出される第二段の
清水の放射活性が１Ｂｑ／Ｌより大きいと、第二段の清水に対して細かい処理を行う。細
かい処理は、イオン交換処理又は電気透析処理が好ましい。本発明の方法で処理される放
射性廃水は放射活性が５００００Ｂｑ／Ｌと高くても、さらなる細かい処理によれば、や
はり天然水のバックグラウンドに近い水を得ることができ、その放射活性が約０．５Ｂｑ
／Ｌとなる。
【００２７】
　また、本発明の方法にかかる二段ＤＴＲＯ膜モジュールで処理された第二段の清水は非
常に清浄なものとなっているため、それに対してさらなるイオン交換処理を行うと、用い
られるイオン交換樹脂は長期間に使用でき、一般に２～３年使用した後に取り替えればよ
く、それにより、廃棄樹脂の発生量を顕著に低減し、プロセス全体の処理コストを低下さ
せた。最終的に取り出された廃棄樹脂は第三段の膜モジュールから排出された濃縮液と一
緒に固化処理することができる。
【００２８】
　従来技術による一部のＤＴＲＯ膜モジュールを用いた水処理方法は、水質要求の上昇に
従ってＤＴＲＯ膜モジュールの段数を増加するものである。しかし、本発明の放射性廃水
の処理方法では、決して単に水質の向上を図るために無制限に清水処理膜モジュールの段
数を増加してはいけなく、これは、清水処理膜モジュールの増加に従って濃縮液の量も増
加し、濃縮液の総量の増加により濃縮倍率が必然的に低下し、それにより多くの廃棄物に
対する固化処理が必要となってしまうためである。また、濃縮水処理膜モジュールの段数
を増加すれば、まず、増加された濃縮水処理膜モジュールによる流出水の放射性濃度が非
常に高く、不適切に還流させると、流出水の放射活性が増加し、その次の生産プロセスで
制御しにくくなり、処理コストが上昇してしまうためである。除染係数と濃縮倍率を同時
に考慮して、清水、及び濃縮水処理膜モジュールの段数を合理的に配置しなければならな
い。本発明の方法のうち細かい処理工程を含まない一実施態様では、除染係数は５００乃
至５０００となることが可能であり、そして濃縮倍率は少なくとも２５倍となることが可
能である。第三段の膜モジュールから送り出される濃縮された清水を、濃縮液を排出せず
に第一段の膜モジュールに送り返して再処理を行い、濃縮液の塩類含有量が１２５ｇ／Ｌ
に達したら、排出するようにすることができる。
【００２９】
　本発明の方法は三段ＤＴＲＯ膜モジュール、即ち、二段の直列接続される清水処理膜モ
ジュール及び一段の濃縮水処理膜モジュールが好ましく、そのうち、第三段の膜モジュー
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ルから排出される濃縮水はＤＴＲＯ膜モジュールにおける濃縮水の最大値に達することが
でき、濃縮段数を増加しても、濃縮倍率をさらに上昇させることにはならない。
【００３０】
　また、従来技術には、ＤＴＲＯ膜モジュールは特に高濃度汚水の処理に適用されること
が教示されている。しかし、本発明者は、原水の塩類含有量の上昇に従って、処理のエネ
ルギー消費もそれに応じて増加してしまうことに気づいたため、放射性廃水の処理前の塩
類含有量は５ｇ／Ｌを超えないことが好ましい。
【００３１】
　本発明は、さらに本発明の方法に用いられる放射性廃水の処理装置も提供する。図２Ａ
及び図２Ｂはそれぞれ、本発明の一つの実施態様による放射性廃水の処理装置の構造模式
図及び実物図である。図２Ａ及び図２Ｂにおいて、放射性廃水の処理装置は、第一段のデ
ィスクチューブ型逆浸透膜モジュール１、第二段のディスクチューブ型逆浸透膜モジュー
ル１０、第三段のディスクチューブ型逆浸透膜モジュール９と、放射性廃水を供給するた
めの給水ポンプ８とを備え、第一段の膜モジュール１の清水出口は第二段の膜モジュール
１０の入口に接続され、第一段の膜モジュール１の濃縮水出口は第三段の膜モジュール９
的入口に接続され、第二段の膜モジュール１０の濃縮水出口及び第三段の膜モジュール９
の清水出口はいずれも第一段の膜モジュール１の入口に接続されている。図中にはさらに
、それぞれ第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型逆浸透膜モジュールに用いられ
る第一段の高圧ポンプ７及び第一段の循環ポンプ４と、第二段の高圧ポンプ６及び第二段
の循環ポンプ３と、第三段の高圧ポンプ５及び第三段の循環ポンプ２とが示されている。
【００３２】
　本発明の方法に用いられるディスクチューブ型逆浸透（ＤＴＲＯ）膜モジュールは公知
のものであるが、従来技術では主にごみ埋立地浸出水の処理に用いられている。上記した
ように、放射性廃水の処理の特殊な要求のため、従来のＤＴＲＯ膜モジュールで他の廃水
を処理する方法及び装置をそのまま放射性廃水の処理に移植してはならず、これも逆に、
従来技術はいまでもＤＴＲＯ膜モジュールを放射性廃水の処理に用いることができない原
因を実証した。
【００３３】
　図３Ａ及び３Ｂはそれぞれ本発明に用いられるディスクチューブ型膜モジュールの流路
の模式（作動原理）図及び実物図を示している。図面から、ディスクチューブ型膜モジュ
ールは主に、ろ過膜シート２、案内盤５、中心タイロッド、耐圧ブッシング６、二つのエ
ンドフランジ８、各種のシール部材、及び接続ボルト等の部品で構成されることが分かる
。ろ過膜と案内盤を積層し、中心タイロッド及びエンドフランジで固定してから耐圧ブッ
シングに置けば、ディスクチューブ型膜モジュールを形成する。
【００３４】
　図３Ａに示されるように、原料液はろ過膜シート２の積層体と耐圧ブッシング６との間
の隙間を通ってから、原水通路１を介して底部の案内盤５に入り、処理される液体は最も
短い距離でろ過膜シート２を迅速に貫流し、続いて膜の他の面に１８０°反転してから次
のろ過膜に流れ、それにより、膜の表面には案内盤の円周→円心→円周→円心の接線流ろ
過が形成され、濃縮液は最後に給送エンドフランジ８から流れ出す。原料液はろ過膜を貫
流すると同時に、透過液は中心収集管７を介して絶えず排出される。濃縮液と透過液は案
内盤に取り付けられたＯリング３により離間されている。
【００３５】
　給水ポンプ、ＤＴＲＯ膜モジュールに用いられる高圧ポンプ及び循環ポンプは本分野で
よく用いられる様々なポンプ、例えばプランジャポンプ、遠心ポンプ等であってもよい。
ただし、本発明においては、高圧ポンプは高揚程、低流量の要求を満たし、循環ポンプは
逆に、低揚程、高流量の要求を満たす必要がある。
【００３６】
　本発明にかかる放射性廃水の処理装置の操作手順としては、まず原水給水ポンプを起動
し、第一段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第一段の高圧ポンプと循環ポン
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プ（周波数変換制御）を起動し、圧力を２．５乃至７ＭＰａ（具体的な圧力は放射性原水
の濃度に基づいて決定される）に調節し、第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に
開き、第二段の高圧ポンプと循環ポンプ（周波数変換制御）を起動し、圧力を２．５乃至
７ＭＰａ（具体的な圧力は放射性原水の濃度に基づいて決定される）に調節し、最後に、
第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第三段の高圧ポンプと循環ポンプ（
周波数変換制御）を起動し、圧力を２．５乃至７ＭＰａ（具体的な圧力は放射性原水の濃
度に基づいて決定される）に調節する。
【００３７】
　以下、実施例により例を挙げて本発明を説明するが、これらの実施例はなんら本発明を
制限するものではない。
【００３８】
　実施例に用いられる装置は下記のようである。
【表１】

【００３９】
　実施例１
　原水給水ポンプを起動し、塩類含有量５ｇ／Ｌ、総β放射活性５００００Ｂｑ／Ｌ（原
発や原子力施設による放射性廃水の濃度が達しうる最大レベル）の廃水１０トンを図２Ｂ
に示される装置に送り込んで処理を行う。
【００４０】
　第一段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第一段の高圧ポンプ（周波数変換
制御、変換用周波数５０Ｈｚ）を起動し、３分間遅延して第一段の循環ポンプを起動し、
第一段の高圧ポンプの出口圧力を５．５ＭＰａに達させるように第一段の膜モジュールの
濃縮水出口弁を調節する。第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第二段の
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高圧ポンプを起動し、３分間遅延して第二段の循環ポンプ（周波数変換制御、変換用周波
数５０Ｈｚ）を起動し、第二段の高圧ポンプの出口圧力を３．５ＭＰａに達させるように
第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁
を完全に開き、第三段の高圧ポンプを起動し、３分間遅延して第三段循環ポンプ（周波数
変換制御、変換用周波数３０Ｈｚ）を起動し、第三段の高圧ポンプの出口圧力を７ＭＰａ
にするように第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。
【００４１】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は５００Ｂｑ
／Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は１０Ｂｑ／Ｌになっ
たため、二段膜システムの除染係数は５０００となり、セメント固化を行う必要がある濃
縮液の体積は０．４立方メートル（塩類含有量１２５ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロ
セス全体における放射性廃水の濃縮倍率は２５倍となる。
【００４２】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．６トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．５Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は１０００００となる
。
【００４３】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
１．２立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは１２万元となる。
【００４４】
　実施例２
　実施例１で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量５ｇ／Ｌ、総β放射活性１００
００Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００４５】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は１００Ｂｑ
／Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は２Ｂｑ／Ｌになった
ため、二段膜システムの除染係数は５０００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮
液の体積は０．４立方メートル（塩類含有量１２５ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセ
ス全体における放射性廃水の濃縮倍率は２５倍となる。
【００４６】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．６トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．１Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は１０００００となる
。
【００４７】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
１．２立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは１２万元となる。
【００４８】
　実施例３
　実施例１で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量５ｇ／Ｌ、総β放射活性５００
０Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００４９】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は５０Ｂｑ／
Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は１Ｂｑ／Ｌになったた
め、二段膜システムの除染係数は５０００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮液
の体積は０．４立方メートル（塩類含有量１２５ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセス
全体における放射性廃水の濃縮倍率は２５倍となる。
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【００５０】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．６トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．０５Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は１０００００とな
る。
【００５１】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
１．２立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは１２万元となる。
【００５２】
　実施例４
　実施例１で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量５ｇ／Ｌ、総β放射活性１００
０Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００５３】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は１０Ｂｑ／
Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は０．２Ｂｑ／Ｌになっ
たため、二段膜システムの除染係数は５０００となり、セメント固化を行う必要がある濃
縮液の体積は０．４立方メートル（塩類含有量１２５ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロ
セス全体における放射性廃水の濃縮倍率は２５倍となる。
【００５４】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
１．２立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは１２万元となる。
【００５５】
　実施例５
　原水給水ポンプを起動し、塩類含有量１ｇ／Ｌ、総β放射活性１００００Ｂｑ／Ｌの廃
水１０トンを図２Ｂに示される装置に送り込んで処理を行う。
【００５６】
　第一段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第一段の高圧ポンプ（周波数変換
制御、変換用周波数４５Ｈｚ）を起動し、３分間遅延して第一段の循環ポンプを起動し、
第一段の高圧ポンプの出口圧力を２．２ＭＰａに達させるように第一段膜モジュールの濃
縮水出口弁を調節する。第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第二段の高
圧ポンプを起動し、３分間遅延して第二段の循環ポンプ（周波数変換制御、変換用周波数
４５Ｈｚ）を起動し、第二段の高圧ポンプの出口圧力を２．２ＭＰａに達させるように第
二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁を
完全に開き、第三段の高圧ポンプを起動し、３分間遅延して第三段の循環ポンプ（周波数
変換制御、変換用周波数３０Ｈｚ）を起動し、第三段の高圧ポンプの出口圧力を５．５Ｍ
Ｐａにするように第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。
【００５７】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は２００Ｂｑ
／Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は４Ｂｑ／Ｌになった
ため、二段膜システムの除染係数は２５００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮
液の体積は０．２立方メートル（塩類含有量５０ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセス
全体における放射性廃水の濃縮倍率は５０倍となる。
【００５８】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．８トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．２Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は５００００となる。
【００５９】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
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０．６立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは６万元となる。
【００６０】
　実施例６
　実施例５で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量１ｇ／Ｌ、総β放射活性５００
０Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００６１】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は１００Ｂｑ
／Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は２Ｂｑ／Ｌになった
ため、二段膜システムの除染係数は２５００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮
液の体積は０．２立方メートル（塩類含有量５０ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセス
全体における放射性廃水の濃縮倍率は５０倍となる。
【００６２】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．８トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．１Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は５００００となる。
【００６３】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
０．６立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは６万元となる。
【００６４】
　実施例７
　実施例５で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量１ｇ／Ｌ、総β放射活性１００
０Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００６５】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は２０Ｂｑ／
Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は０．４Ｂｑ／Ｌになっ
たため、二段膜システムの除染係数は２５００となり、セメント固化を行う必要がある濃
縮液の体積は０．２立方メートル（塩類含有量５０ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセ
ス全体における放射性廃水の濃縮倍率は５０倍となる。
【００６６】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
０．６立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは６万元となる。
【００６７】
　実施例８
　原水給水ポンプを起動し、塩類含有量０．１ｇ／Ｌ、総β放射活性５０００Ｂｑ／Ｌの
廃水１０トンを図２Ｂに示される装置に送り込んで処理を行う。
【００６８】
　第一段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第一段の高圧ポンプ（周波数変換
制御、変換用周波数４０Ｈｚ）を起動し、３分間遅延して第一段の循環ポンプを起動し、
第一段の高圧ポンプの出口圧力を２．２ＭＰａに達させるように第一段の膜モジュールの
濃縮水出口弁を調節する。第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を完全に開き、第二段の
高圧ポンプを起動し、３分間遅延して第二段の循環ポンプ（周波数変換制御、変換用周波
数４０Ｈｚ）を起動し、第二段の高圧ポンプの出口圧力を２．２ＭＰａに達させるように
第二段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁
を完全に開き、第三段の高圧ポンプを起動し、３分間遅延して第三段の循環ポンプ（周波
数変換制御、変換用周波数３０Ｈｚ）を起動し、第三段の高圧ポンプの出口圧力を３．５
ＭＰａにするように第三段の膜モジュールの濃縮水出口弁を調節する。
【００６９】
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　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は１２５Ｂｑ
／Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は１０Ｂｑ／Ｌになっ
たため、二段膜システムの除染係数は５００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮
液の体積は０．１立方メートル（塩類含有量１０ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセス
全体における放射性廃水の濃縮倍率は１００倍となる。
【００７０】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．９トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．５Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は１００００となる。
【００７１】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
０．３立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは３万元となる。
【００７２】
　実施例９
　実施例８で用いられる装置及び操作条件で、塩類含有量０．１ｇ／Ｌ、総β放射活性１
０００Ｂｑ／Ｌの廃水１０トンを処理する。
【００７３】
　処理を経た後、第一段の膜モジュールから排出される清水の総β放射活性は２５Ｂｑ／
Ｌになり、第二段の膜モジュールから排出される清水の放射活性は２Ｂｑ／Ｌになったた
め、二段膜システムの除染係数は５００となり、セメント固化を行う必要がある濃縮液の
体積は０．１立方メートル（塩類含有量１０ｇ／Ｌ）となり、これにより、プロセス全体
における放射性廃水の濃縮倍率は１００倍となる。
【００７４】
　第二段の膜モジュールから排出される清水をイオン交換装置に送り込んでさらなる処理
を行うと、得られうる清水の総体積は９．９トンとなり、そして最終の清水の総β放射活
性は０．１Ｂｑ／Ｌとなり、これにより、プロセス全体の除染係数は１００００となる。
【００７５】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
０．３立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとして算出す
れば、廃水の濃縮後の処理コストは３万元となる。
【００７６】
　比較例１
　第一段のＤＴＲＯ膜モジュールから送り出される濃縮水を、第三段のＤＴＲＯ膜モジュ
ールを通らせてさらなる処理を行うことではなく、そのまま濃縮液とすること以外、実施
例５と同様にして、塩類含有量１ｇ／Ｌ、総β放射活性１００００Ｂｑ／Ｌの放射性廃水
１０トンを処理する。
【００７７】
　処理を経た後、各段の流出水の総β放射活性は、第一段の膜モジュールでは２００Ｂｑ
／Ｌ、第二段の膜モジュールでは４Ｂｑ／Ｌ、イオン交換装置では０．２Ｂｑ／Ｌになっ
たため、第一段の膜モジュールの除染係数は５０となり、第二段の膜モジュールの除染係
数は５０となり、プロセス全体の除染係数は５００００となる。
【００７８】
　ただし、当該プロセスにより処理した後に排出された清水の総体積は９トンとなり、セ
メント固化を行う必要がある濃縮液の体積は１立方メートルとなるため、濃縮倍率は１０
倍となる。
【００７９】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
３立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとすれば、廃水の
濃縮後の処理コストは３０万元となる。処理コストは実施例５の５倍となることは明らか
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【００８０】
　比較例２
　図４に示されるフローチャートに基づいて、塩類含有量１ｇ／Ｌ、総β放射活性１００
００Ｂｑ／Ｌの放射性廃水１０トンを処理し、そのうち、４つのＤＴＲＯ膜モジュールを
二つずつ直列接続して二組の第一段と第二段の膜モジュールを構成し、この二組の膜モジ
ュールを並列接続し、そして、この二組の膜モジュールにおける第一段膜モジュールから
送り出される濃縮水を、第三段ＤＴＲＯ膜モジュールを通らせてさらなる処理を行うこと
ではなく、そのまま濃縮液とすることになる。
【００８１】
　処理を経た後、各段の流出水の総β放射活性は、第一段の膜モジュールでは２００Ｂｑ
／Ｌ、第二段の膜モジュールでは４Ｂｑ／Ｌ、イオン交換装置では０．２Ｂｑ／Ｌになっ
たため、第一段の膜モジュールの除染係数は５０となり、第二段の膜モジュールの除染係
数は５０となり、プロセス全体の除染係数は５００００となる。
【００８２】
　ただし、当該プロセスにより処理した後に排出された清水の総体積は９トンとなり、セ
メント固化を行う必要がある濃縮液の体積は同様に１立方メートルとなるため、濃縮倍率
は１０倍となる。
【００８３】
　セメント固化の体積増加率は一般に３であるから、固化する必要がある廃棄物の体積は
３立方メートルとなり、固化体の処理コストを１０万元／立方メートルとすれば、廃水の
濃縮後の処理コストは３０万元となる。処理コストはやはり実施例５の５倍となることは
明らかである。

【図１】

【図４】

【図２Ａ】
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【図２Ｂ】

【図３Ａ】

【図３Ｂ】

【手続補正書】
【提出日】平成28年4月25日(2016.4.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射性廃水をディスクチューブ型逆浸透膜モジュールで処理し、
　除染係数が５００以上であり、濃縮倍率が２５倍以上に制御することを特徴とする、
　放射性廃水の処理方法。
【請求項２】
　前記放射性廃水を第一段の膜モジュールと第二段の膜モジュールとの順に通過させ、
　前記第二段の膜モジュールから第二段の清水を取得し、
　前記第一段の膜モジュールから得られた第一段濃縮水を第三段の膜モジュールに送り込
み、濃縮液を得ることを特徴とする、
　請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第二段の膜モジュールから送り出される第二段濃縮水を、前記第一段の膜モジュー
ルに送り返されることを特徴とする、
　請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第三段の膜モジュールから送り出される清水を、前記第一段の膜モジュールに送り
返すことを特徴とする、
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　請求項２又は３に記載の方法。
【請求項５】
　前記第二段の膜モジュールから送り出される第二段の清水の放射活性が１Ｂｑ／Ｌより
大きいと、前記第二段の清水を細かい処理、好ましくはイオン交換処理又は電気透析処理
に送ることを特徴とする、
　請求項２乃至４のいずれかに記載の方法。
【請求項６】
　前記第三段の膜モジュールから送り出される清水を、濃縮液を排出せずに第一段の膜モ
ジュールに送り返して再処理し、濃縮液の塩類含有量が１２５ｇ／Ｌに達するまで排出す
ることを特徴とする、
　請求項２乃至５のいずれかに記載の方法。
【請求項７】
　前記放射性廃水は、
　ディスクチューブ型逆浸透膜モジュールに給送される前、砂ろ過、限外ろ過又はｐＨ調
節の前処理を行うことを特徴とする、
　請求項１乃至６のいずれかに記載の方法。
【請求項８】
　前記放射性廃水は、
　前記膜モジュールに給送される前、そのｐＨが６～８に調節されることを特徴とする、
　請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記放射性廃水は、
　処理前の塩類含有量が５ｇ／Ｌを超えていないことを特徴とする、
　請求項１乃至８のいずれかに記載の方法。
【請求項１０】
　第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型逆浸透膜モジュールと、
　放射性廃水を供給するための給水ポンプと、を備え、
　第一段の膜モジュールの清水出口は、第二段の膜モジュールの入口に接続され、
　第一段の膜モジュールの濃縮水出口は、第三段の膜モジュールの入口に接続されている
、
　請求項１乃至９のいずれかに記載の方法に用いられる放射性廃水の処理装置。
【請求項１１】
　前記第二段の膜モジュールの濃縮水出口は、
　前記第一段の膜モジュールの入口に接続されていることを特徴とする、
　請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記第三段の膜モジュールの清水出口は、
　前記第一段膜モジュールの入口に接続されていることを特徴とする、
　請求項１０又は１１に記載の装置。
【請求項１３】
　それぞれ第一段、第二段、第三段のディスクチューブ型の逆浸透膜モジュールに用いら
れる第一段、第二段、第三段の高圧ポンプと、
　第一段、第二段、第三段の循環ポンプと、をさらに備えることを特徴とする、
　請求項１０乃至１２のいずれかに記載の装置。
【請求項１４】
　第二段の清水を処理するための細かい処理装置、好ましくはイオン交換装置又は電気透
析装置をさらに備えることを特徴とする、
　請求項１０乃至１３のいずれかに記載の装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明の方法によれば、第二段の膜モジュールから送り出される第二段濃縮水と第三段
の膜モジュールから送り出される清水とをともに第一段の膜モジュールに送り返して再処
理することができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　図１に示されるように、放射性廃水を順に第一段の膜モジュールと第二段の膜モジュー
ルに通し、第二段の清水を取得し、第一段の膜モジュールから送り出される第一段濃縮水
を第三段の膜モジュールに送り込み、濃縮液を得る。第二段の膜モジュールから送り出さ
れる第二段濃縮水及び第三段の膜モジュールから送り出される清水は、第一段の膜モジュ
ールに送り返されて再処理を行なってもよい。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　従来技術による一部のＤＴＲＯ膜モジュールを用いた水処理方法は、水質要求の上昇に
従ってＤＴＲＯ膜モジュールの段数を増加するものである。しかし、本発明の放射性廃水
の処理方法では、決して単に水質の向上を図るために無制限に清水処理膜モジュールの段
数を増加してはいけなく、これは、清水処理膜モジュールの増加に従って濃縮液の量も増
加し、濃縮液の総量の増加により濃縮倍率が必然的に低下し、それにより多くの廃棄物に
対する固化処理が必要となってしまうためである。また、濃縮水処理膜モジュールの段数
を増加すれば、まず、増加された濃縮水処理膜モジュールによる流出水の放射性濃度が非
常に高く、不適切に還流させると、流出水の放射活性が増加し、その次の生産プロセスで
制御しにくくなり、処理コストが上昇してしまうためである。除染係数と濃縮倍率を同時
に考慮して、清水、及び濃縮水処理膜モジュールの段数を合理的に配置しなければならな
い。本発明の方法のうち細かい処理工程を含まない一実施態様では、除染係数は５００乃
至５０００となることが可能であり、そして濃縮倍率は少なくとも２５倍となることが可
能である。第三段の膜モジュールから送り出される清水を、濃縮液を排出せずに第一段の
膜モジュールに送り返して再処理を行い、濃縮液の塩類含有量が１２５ｇ／Ｌに達したら
、排出するようにすることができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１】

【手続補正６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図４
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図４】

【手続補正書】
【提出日】平成28年4月26日(2016.4.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明は、一つの目的として、放射性廃水をディスクチューブ型逆浸透（ＤＴＲＯ）膜
モジュールで処理し、除染係数が５００以上であり、濃縮倍率が２５倍以上に制御する放
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射性廃水の処理方法を提供する。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明の方法によれば、第二段の膜モジュールから送り出される第二段濃縮水と第三段
の膜モジュールから送り出される清水とをともに第一段の膜モジュールに送り返して再処
理することができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　本発明の放射性廃水の処理方法によれば、放射性廃水をＤＴＲＯ膜モジュールにより処
理した後、除染係数が少なくとも５００に達し、そして濃縮倍率が少なくとも２５倍に達
しており、生活排水の排出基準である１０Ｂｑ／Ｌに達した上に、放射性廃棄物の発生量
が可能な限り少ないことも確保した。これは本発明の方法が従来技術に関連する廃水の処
理方法と顕著に異なっていることがキーとなっている。従来技術による廃水の処理方法で
は、濃縮倍率というパラメータを全く考慮していないか、または排出基準と濃縮倍率を同
時に達成するために複雑なプロセス及び装置を採用せざるを得ないようになってしまう。
本発明はＤＴＲＯ膜モジュールで放射性廃水を処理することにより、簡単で操作しやすい
プロセス及び装置によって放射性廃水を排出基準に達させるとともに、放射性廃棄物の発
生量が最も少なくすることの実現に成功した。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　図１に示されるように、放射性廃水を順に第一段の膜モジュールと第二段の膜モジュー
ルに通し、第二段の清水を取得し、第一段の膜モジュールから送り出される第一段濃縮水
を第三段の膜モジュールに送り込み、濃縮液を得る。第二段の膜モジュールから送り出さ
れる第二段濃縮水及び第三段の膜モジュールから送り出される清水は、第一段の膜モジュ
ールに送り返されて再処理を行なってもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　ただし、排出される汚水をできるだけ天然水のバックグラウンドに近くさせようとする
場合には、第二段の膜モジュールから送り出される第二段の清水をさらなる細かい処理に
送ることができる。本発明の方法では、第二段の膜モジュールから送り出される第二段の
清水の放射活性が１Ｂｑ／Ｌより大きいと、第二段の清水に対して細かい処理を行う。細
かい処理は、イオン交換処理又は電気透析処理が好ましい。本発明の方法で処理される放
射性廃水は放射活性が５００００Ｂｑ／Ｌと高くても、さらなる細かい処理によれば、や
はり天然水のバックグラウンドに近い水を得ることができ、その放射活性が約０．５Ｂｑ
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／Ｌとなる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２８】
　従来技術による一部のＤＴＲＯ膜モジュールを用いた水処理方法は、水質要求の上昇に
従ってＤＴＲＯ膜モジュールの段数を増加するものである。しかし、本発明の放射性廃水
の処理方法では、決して単に水質の向上を図るために無制限に清水処理膜モジュールの段
数を増加してはいけなく、これは、清水処理膜モジュールの増加に従って濃縮液の量も増
加し、濃縮液の総量の増加により濃縮倍率が必然的に低下し、それにより多くの廃棄物に
対する固化処理が必要となってしまうためである。また、濃縮水処理膜モジュールの段数
を増加すれば、まず、増加された濃縮水処理膜モジュールによる流出水の放射性濃度が非
常に高く、不適切に還流させると、流出水の放射活性が増加し、その次の生産プロセスで
制御しにくくなり、処理コストが上昇してしまうためである。除染係数と濃縮倍率を同時
に考慮して、清水、及び濃縮水処理膜モジュールの段数を合理的に配置しなければならな
い。本発明の方法のうち細かい処理工程を含まない一実施態様では、除染係数は５００乃
至５０００となることが可能であり、そして濃縮倍率は少なくとも２５倍となることが可
能である。第三段の膜モジュールから送り出される清水を、濃縮液を排出せずに第一段の
膜モジュールに送り返して再処理を行い、濃縮液の塩類含有量が１２５ｇ／Ｌに達したら
、排出するようにすることができる。
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